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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第２四半期累計期間
第71期

第２四半期累計期間
第70期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

営業収益（百万円） 1,306 1,359 2,688

経常利益（百万円） 134 207 345

四半期（当期）純利益（百万円） 113 191 325

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 3,676 3,676 3,676

発行済株式総数（千株） 37,429 37,429 37,429

純資産額（百万円） 4,043 4,381 4,270

総資産額（百万円） 5,928 5,921 5,806

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3.04 5.12 8.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
2.88 4.80 8.18

１株当たり配当額（円） － － 2.00

自己資本比率（％） 68.2 74.0 73.5

自己資本規制比率（％） 553.3 626.6 585.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△156 △82 136

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11 △5 18

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△10 △74 △210

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
1,904 1,842 2,005

　

回次
第70期

第２四半期会計期間
第71期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 1.59 2.29

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失については、利益基準および利益剰余金基準等からみて重要

性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

平成24年４月１日から９月30日までの当第２四半期累計期間（以下、当第２四半期）におけるわが国経済は、東

日本大震災の復興需要などを背景に、一部に緩やかな回復基調が見られました。しかしながら、欧州の債務危機問題

に起因する世界経済の減速懸念や長期化する円高の影響から、依然として先行き不透明な状況で推移しました。

このような経済環境の中、当第２四半期のわが国株式市場は、米国景気回復期待の後退や、欧州債務問題への懸念

が再燃したことを背景に、投資家のリスク回避姿勢が強まり、下落基調でスタートしました。５月に入ると、ギリ

シャのユーロ離脱懸念の高まりや、イタリアやスペインの金融機関格下げによる欧州債務問題への警戒感から、日

経平均株価の下落ペースが加速し、６月４日には8,238円と年初来安値を更新しました。その後は、Ｇ７電話会合で

の欧州債務問題に対する政策対応により投資家の心理が改善したため、日経平均株価は上昇に転じ、ギリシャ議会

再選挙での緊縮財政派の勝利によるユーロ離脱懸念の後退と、欧州首脳会議でのユーロ域内の銀行への資本注入の

仕組みの合意をうけて、9,000円台を回復しました。しかしながら、７月には米国の景気減速懸念が再び強まったた

め、日経平均株価は再び下落基調となり、さらにスペイン地方政府の財政難などによる欧州債務問題の再燃から

ユーロを中心に円高が進んだことが嫌気され、8,300円台まで下落しました。その後、ＥＣＢ（欧州中央銀行）や欧

州各国首脳がユーロの防衛に積極的な姿勢を示したことで欧州債務問題の懸念が和らぎ、また、７月米国雇用統計

が改善し米国の景気減速懸念が後退したため、日経平均株価は再び上昇に転じました。９月以降は、中国経済指標の

悪化により一時下落しましたが、ＥＣＢの新たな国債購入プログラムの枠組みが決定したことを受けて再び上昇

し、ドイツ憲法裁判所によるＥＳＭ（欧州安定メカニズム）の合憲判断や、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）に

よるＭＢＳ（住宅ローン担保証券）の購入決定（ＱＥ３：量的緩和政策第３弾）、さらには日本銀行が追加金融緩

和を決定したことで、日米欧による金融緩和姿勢を好感して、本格的に世界的なリスクオンの動きに入りました。月

末にかけては、尖閣諸島の国有化決定に対する中国国内の大規模な反日デモにより、現地の日系企業が被害を受け

たことから、中国関連銘柄に業績悪化懸念が広がったため上値を抑えられる展開となり、日経平均株価は8,870円で

当第２四半期を終えています。　

このような状況のもと、当社は「市況に翻弄されない企業体質の構築」を目指し、投資信託の募集と外国債券の

取扱いに注力するとともに、経費の増加を抑制した結果、当第２四半期の業績の概要は次のとおりとなりました。

　

①純営業収益

・受入手数料

当第２四半期は、株式相場の低迷により株式売買高が減少し、株式の委託手数料は１億54百万円（前年同期比

49.7％減）、債券および受益証券を含めた委託手数料の合計は１億54百万円（前年同期比49.8％減）となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売手数料が減少したことにより、５億

48百万円（前年同期比28.0％減）となりました。

その他の受入手数料は、投資信託残高の減少により信託報酬が減少し、１億８百万円（前年同期比7.9％減）となり

ました。

　

・トレーディング損益

当第２四半期の株券等トレーディング損益は、49百万円（前年同期比6.8％増）となりました。また、債券等トレー

ディング損益は、外貨建債券の取扱高が増加したことにより４億79百万円（前年同期は28百万円）となり、全体で５

億29百万円（前年同期比606.8％増）となりました。
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・金融収支

当第２四半期の金融収益は、信用取引貸付金の減少に伴い受取利息が減少したことにより18百万円（前年同期比

58.2％減）となりました。一方、金融費用は、信用取引借入金および短期借入金の減少に伴い支払利息が減少したこと

により３百万円（前年同期比77.9％減）となり、金融収支は差し引きで14百万円（前年同期比46.7％減）となりまし

た。

　

以上の結果、当第２四半期の純営業収益は、13億55百万円（前年同期比5.1％増）となりました。

　

②販売費・一般管理費

当第２四半期の販売費・一般管理費は、従業員給与や賞与引当金繰入額の増加により人件費が28百万円増の６億42

百万円（前年同期比4.6％増）となった一方、事務費は基幹システムに係る費用が減少し32百万円減の２億30百万円

（前年同期比12.5％減）となったこと等により、合計で11億40百万円（前年同期比0.8％減）となりました。

　

③特別損益

当第２四半期は、特別利益として金融商品取引責任準備金戻入６百万円を計上いたしました。

　

以上の結果、当第２四半期の経常利益は２億７百万円（前年同期比54.1％増）、四半期純利益は１億91百万円（前

年同期比68.4％増）となりました。

　

（２）資産、負債、純資産の状況

当社の資金の財源は、資本金を含む自己資金と金融機関からの借入れ、平成20年11月に発行した転換社債型新株予

約権付社債が主な財源となっております。その他、必要に応じて金融機関から流動的な資金が調達できる体制を構築

しております。

　

①資産

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末と比べ１億14百万円増加し59億21百万円となりました。その

主な要因は、現金・預金が１億62百万円減少したものの、預託金が２億57百万円増加したこと等によるものでありま

す。

　

②負債

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末と比べ３百万円増加し15億39百万円となりました。その主な

要因は、信用取引負債が１億12百万円減少したものの、預り金が１億34百万円増加したこと等によるものであります。

　

③純資産

当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末と比べ１億11百万円増加し43億81百万円となりました。そ

の主な要因は、配当金74百万円を支払ったものの、四半期純利益１億91百万円を計上したこと等によるものでありま

す。
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（３）キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、期首残高に比べて１億62百万円減少し18億42百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、82百万円の減少（前年同期は１億56百万円の減

少）となりました。これは主として、預り金及び受入保証金１億43百万円の増加、税引前四半期純利益２億14百万円

を計上したものの、預託金２億57百万円が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、５百万円の減少（前年同期は11百万円の増加）

となりました。これは主として、従業員に対する長期貸付金の回収による収入２百万円があったものの、有形固定資

産の取得による支出４百万円、従業員に対する長期貸付けによる支出２百万円があったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、74百万円の減少（前年同期は10百万円の減少）

となりました。これは主として、配当金の支払いによるものであります。

　

（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

（５）研究開発費

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,429,708 37,429,708

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 37,429,708 37,429,708 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 37,429 － 3,676 － 245
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名または名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エース証券株式会社 大阪市中央区本町２丁目６－11 17,416,666 46.5

中村　吉孝 名古屋市昭和区 3,034,000 8.1

野村土地建物株式会社 東京都中央区日本橋本町１丁目７－２ 2,177,000 5.8

ＣＢＮＹ－ＡＧＦ　ＩＮＶＥ

ＳＴＭＥＮＴＳ　ＩＮＣ　ＡＳ

　ＭＡＮＡＧＥＲ／ＴＲＵＳ

ＴＥＥ

（常任代理人）

シティバンク銀行株式会社

SUITE 3100, TORONTO DOMINION TOWER,

66 WELLINGTON STREET WEST, TORONTO,

ONTARIO, M5K 1E9 CANADA

 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）

1,011,000 2.7

中村　芙美子 名古屋市昭和区 877,000 2.3

クレディ　スイス　アーゲー　

チューリッヒ　レジデント　ト

ウキョウ

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600

CH-8070 ZURICH SWITZERLAND

680,000 1.8
（常任代理人）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

　

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１

　決済事業部）

吉田　則雄 名古屋市千種区 658,000 1.7

株式会社ファンドクリエー

ション
東京都千代田区麴町１丁目４ 410,000 1.0

丸八証券従業員持株会
名古屋市中区新栄町二丁目４番地

坂種栄ビル丸八証券株式会社内
401,212 1.0

赤座　登 東京都国立市 316,800 0.8

計 ― 26,981,678 72.0
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,395,000 37,395 ―

単元未満株式 普通株式 21,708 ― ―

発行済株式総数  37,429,708 ― ―

総株主の議決権 ― 37,395 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
13,000 ― 13,000 0.03

計 ― 13,000 ― 13,000 0.03

（注）　平成24年９月30日現在における当社の保有自己株式数は、13,080株であります。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。　

役職の異動　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長　社長補佐 代表取締役副社長 中村　吉孝 平成24年７月27日

取締役　兼　専務執行役員

コンプライアンス本部長

取締役　兼　専務執行役員

コンプライアンス本部担当
出田　順蔵 平成24年８月１日
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３【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第２四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年９月)

委託手数料 306 0 1 － 308

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 761 － 762

その他の受入手数料 3 0 113 1 117

計 310 1 876 1 1,188

当第２四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年９月)

委託手数料 154 0 0 － 154

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 548 － 548

その他の受入手数料 3 0 104 0 108

計 157 0 653 0 812

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

前第２四半期累計期間

(平成23年４月

～平成23年９月)

株券等トレーディング損益 46 － 46

債券等トレーディング損益 28 － 28

計 74 － 74

当第２四半期累計期間

(平成24年４月

～平成24年９月)

株券等トレーディング損益 49 － 49

債券等トレーディング損益 479 － 479

計 529 － 529
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③　自己資本規制比率

 
前第２四半期会計期間末
（平成23年９月30日）

当第２四半期会計期間末
（平成24年９月30日）

基本的項目(百万円) 　 (A) 4,043 4,376

補完的項目

 

その他有価証券評価

差額金(評価益)等
(百万円) － 5

金融商品取引責任準

備金等
(百万円) 19 12

一般貸倒引当金 (百万円) 2 1

短期劣後債務 (百万円) 150 150

計 (百万円)(B) 171 169

控除資産  (百万円)(C) 711 692

固定化されていな

い自己資本の額
(A)＋(B)－(C)＝(百万円)(D) 3,503 3,853

リスク相当額

 

市場リスク相当額 (百万円) 6 8

取引先リスク相当額 (百万円) 49 46

基礎的リスク相当額 (百万円) 576 559

計 (百万円)(E) 633 614

自己資本規制比率 (D)／(E)×100（％）  553.3 626.6

（注）上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当第２四半期累計期間の市場リスク相当額の月末平均額は８百万円、月末最大額は９百万円、取引先リスク

相当額の月末平均額は45百万円、月末最大額は46百万円であります。

　

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年９月）
36,921 183,342 220,264

当第２四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年９月）
18,462 138,288 156,751

②　債券

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年９月）
11 2,439 2,451

当第２四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年９月）
3 11,680 11,684

③　受益証券

期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年９月）
1,715 4,551 6,267

当第２四半期累計期間

（平成24年４月～平成24年９月）
520 5,978 6,499
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④　その他

該当事項はありません。

　

(3）証券先物取引等の状況

①　株式に係る取引

期別
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第２四半期累計期間

(平成23年４月

～平成23年９月)

－ 5,547 － － 5,547

当第２四半期累計期間

(平成24年４月

～平成24年９月)

－ 2,362 － － 2,362

　

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

　

(4）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

　

②　債券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第２四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年９月)

国債 － － 83 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 83 － －

当第２四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年９月)

国債 － － 62 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 62 － －
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③　受益証券

期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第２四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年９月)

株式投信 － － 29,424 － －

公社債投信 － － 18,746 － －

外国投信 － － 45 － －

合計 － － 48,216 － －

当第２四半期

累計期間

(平成24年４月

～平成24年９月)

株式投信 － － 16,963 － －

公社債投信 － － 22,272 － －

外国投信 － － 18 － －

合計 － － 39,254 － －
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成24年日本証券業協会自主規制規則）に準拠し

て作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年７月１日から平成24年

９月30日まで）および第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金・預金 2,005,104 1,842,966

預託金 566,273 824,144

顧客分別金信託 475,483 733,354

その他の預託金 90,790 90,790

約定見返勘定 508,340 588,770

信用取引資産 1,657,191 1,620,467

信用取引貸付金 1,592,754 1,586,348

信用取引借証券担保金 64,437 34,118

立替金 53 53

顧客への立替金 53 53

短期差入保証金 220,000 220,000

短期貸付金 250 133

前払金 － 761

前払費用 25,717 21,286

未収入金 6,471 5,630

未収収益 59,815 66,530

貸倒引当金 △4,176 △4,687

流動資産計 5,045,042 5,186,057

固定資産

有形固定資産 340,323 330,970

建物 104,333 98,676

器具備品 39,123 35,427

土地 196,866 196,866

無形固定資産 1,167 1,108

電話加入権 666 666

ソフトウエア 501 442

投資その他の資産 420,017 403,246

投資有価証券 116,226 107,860

関係会社株式 2,000 2,000

その他の関係会社有価証券 45,022 37,994

出資金 2,020 2,520

従業員に対する長期貸付金 14,016 14,048

長期差入保証金 193,480 192,559

長期前払費用 656 1,229

長期立替金 82,499 82,161

その他 65,610 64,356

貸倒引当金 △101,513 △101,483

固定資産計 761,508 735,325

資産合計 5,806,551 5,921,383
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 401,978 289,327

信用取引借入金 348,848 244,387

信用取引貸証券受入金 53,129 44,940

預り金 477,349 611,354

顧客からの預り金 342,929 309,766

その他の預り金 134,420 301,588

受入保証金 55,648 65,486

短期借入金 190,000 190,000

未払金 27,143 6,469

未払費用 120,422 110,009

リース資産減損勘定 992 235

未払法人税等 16,523 30,093

賞与引当金 63,525 64,000

流動負債計 1,353,582 1,366,977

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 150,000 150,000

繰延税金負債 6,158 3,181

資産除去債務 5,596 5,657

その他 1,000 1,000

固定負債計 162,755 159,839

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 19,678 12,852

特別法上の準備金計 19,678 12,852

負債合計 1,536,016 1,539,668

純資産の部

株主資本

資本金 3,676,856 3,676,856

資本剰余金 261,225 261,225

利益剰余金 325,300 441,974

自己株式 △3,486 △3,570

株主資本合計 4,259,895 4,376,485

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,639 5,229

評価・換算差額等合計 10,639 5,229

純資産合計 4,270,535 4,381,714

負債・純資産合計 5,806,551 5,921,383
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業収益

受入手数料 1,188,592 812,335

委託手数料 308,599 154,877

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

762,230 548,952

その他の受入手数料 117,762 108,505

トレーディング損益 74,847 529,060

金融収益 43,105 18,027

営業収益計 1,306,546 1,359,423

金融費用 15,879 3,513

純営業収益 1,290,667 1,355,909

販売費・一般管理費 1,149,478 1,140,755

取引関係費 118,511 116,397

人件費 613,918 642,433

不動産関係費 97,938 100,701

事務費 263,170 230,330

減価償却費 19,017 14,109

租税公課 12,892 13,944

貸倒引当金繰入れ 641 480

その他 23,387 22,357

営業利益 141,188 215,154

営業外収益

受取配当金 3,098 2,672

事業分離にかかる受取差額 ※1
 4,500 －

その他 931 339

営業外収益計 8,529 3,011

営業外費用

投資事業組合運用損 11,793 7,028

社債利息 2,632 2,632

その他 444 705

営業外費用計 14,870 10,366

経常利益 134,848 207,799

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 997 6,826

固定資産売却益 1,029 －

特別利益計 2,027 6,826

特別損失

投資有価証券評価損 18,439 －

特別損失計 18,439 －

税引前四半期純利益 118,435 214,625

法人税、住民税及び事業税 4,756 23,137

法人税等調整額 △24 △21

法人税等合計 4,732 23,116

四半期純利益 113,703 191,509
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 118,435 214,625

減価償却費 19,017 14,109

貸倒引当金の増減額（△は減少） 551 480

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △997 △6,826

退職給付引当金の増減額（△は減少） △201,782 －

受取利息及び受取配当金 △3,534 △2,918

支払利息 4,789 3,917

事業分離にかかる受取差額 △4,500 －

投資有価証券評価損益（△は益） 18,439 －

固定資産売却損益（△は益） △1,029 －

投資事業組合運用損益（△は益） 11,793 7,028

貸付金の増減額（△は増加） 50 116

預託金の増減額（△は増加） 213,084 △257,870

立替金の増減額（△は増加） 540 337

預り金及び受入保証金の増減額（△は減少） △171,917 143,843

トレーディング商品の増減額 3,486 －

約定見返勘定の増減額（△は増加） △440,614 △80,429

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 287,583 △75,925

その他の資産の増減額（△は増加） 29,860 △1,642

その他の負債の増減額（△は減少） △29,324 △30,876

小計 △146,066 △72,030

利息及び配当金の受取額 3,534 2,918

利息の支払額 △4,575 △3,926

和解金の受取額 300 1,260

法人税等の支払額 △9,468 △10,389

営業活動によるキャッシュ・フロー △156,276 △82,168

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,585 △4,572

有形固定資産の売却による収入 4,430 －

無形固定資産の取得による支出 △590 －

無形固定資産の売却による収入 2,396 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 △150 △2,270

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 7,309 2,237

出資金の払込による支出 － △500

差入保証金の差入による支出 △60 △389

差入保証金の回収による収入 285 60

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,036 △5,433

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000 －

自己株式の取得による支出 － △84

配当金の支払額 － △74,451

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,000 △74,535

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △155,239 △162,137

現金及び現金同等物の期首残高 2,059,568 2,005,104

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,904,328

※1
 1,842,966
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【会計方針の変更等】

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる当第２四半期累計期間の営業利益、経

常利益および税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※１　事業分離にかかる受取差額

前第２四半期累計期間に計上した事業分離にかかる受取差額4,500千円は、平成21年12月に実施した通信取引事業

の事業分離における移転利益の見積額の変更に伴うものであります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、下記のとおりで

あります。

 

前第２四半期累計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日）

当第２四半期累計期間

（自　平成24年４月１日

至　平成24年９月30日）

「現金・預金」勘定

預入期間が３か月を超える定期預金

1,904,328千円

－

1,842,966千円

－

現金及び現金同等物 1,904,328 1,842,966
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（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年６月25日開催の定時株主総会の決議により資本準備金を1,383,552千円取り崩し、その他資

本剰余金に振替いたしました。また、その他資本剰余金1,367,818千円、利益準備金503,860千円および別途積立

金247,607千円により繰越利益剰余金の欠損補填を第１四半期会計期間において行いました。この結果、資本剰

余金が1,367,818千円減少し、利益剰余金が1,367,818千円増加いたしました。

なお、株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。　

　

当第２四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月18日

取締役会
普通株式 74,835 2.00平成24年３月31日平成24年６月11日利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

当第２四半期会計期間に係る四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計

上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、投資・金融サービス業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 3円04銭 5円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 113,703 191,509

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 113,703 191,509

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,417 37,417

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 2円88銭 4円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） 2,632 2,433

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） (2,632) (2,433)

普通株式増加数（千株） 3,000 3,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

丸八証券株式会社(E03792)

四半期報告書

21/23



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月13日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社
の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第71期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年７月１日から平成24
年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな
わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて
の重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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